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1鮮 多重債務者 に関する検討
1
. 多重債務者問題 に内在する課題
多重債務者とは ､ 複数の 貸主か ら融資を受 けた結果 ､ 支払 い 能力 (返済能力)を上 回 る
借入額 に膨れ上が り ､ 支払 が困難 とな っ た者及 び支払が 困難 になるお それ の ある者と 一 般
に解されて い る ｡
多重債務者問題 に は ､ 3 点の 問題点が 内在 して い ると考え られ る｡ (1) 借 主側の 問題 で
あり ､ 2 つ 考 えられ る｡ ①借主の 安易な姿勢 (借入額 に対する返 済力の 有無の 自 己チ ェ ッ
クが なされ て い ない) で あるo 物や サ ー ビ ス が市場 にあふ れ ､ 同時に コ マ ー シ ャ ル の 影響
もあり購買意欲 をそ そ の か され るの は事実 で ある｡ 消費 に対す る抑制力が働 きにくく なり ､
安易な気持ちでお 金 を借 りる人 が増 えて い ると思われる ｡ ② 消費者側の 情報不 足 で ある｡
消費者破産 の知識が 乏 しい た め信販会社や貸金業者等 (以 下 ｢貸主+ と暗称) の 督促 一 取
立 を恐れ て借金返済の た め の借金 を繰 り返す借主が多 い ｡ (2)制度上 の 問題 で あり ､ 貸主
の 高金利営業で ある｡ 借入 の 元本 は少額 で も､ 金利が高 い た め約定通りに返 済で きなくな
り ､ 他社か ら新規に借り入れて返済に 回すようになる ｡ それ を繰 り返 した結果 ､ 気付 い た
ら借金 で 首が 回 らなく な っ て しま っ た と い う借主が 多い ｡ (3)貸主側の 問題 で あり ､ 2 つ
を指摘 で きる ｡ ①貸主側 の 厳 しい 取立 で ある｡ 前記第 二 の 要因と関連するが ､ 借 主の 返済
が遅れ ると貸主の 取立 が厳 しくな るの で ､ 借主は そ の厳 しい 取立 か ら逃れた い 一 心で 他社
か ら借 りれ をして しまう｡ ②貸主の 与信の 不透明性 である｡ 借主が次々 と借金を重ね るこ
とが で きる の は ､ 貸主に より与信基準 ･ 与信判断が異なるた めと言われ て い る｡ 貸主の 与
信判断の 不 透明性が 多重債務者発 生と密接な関わ りが あると思われ る0
2. 多重債務者に陥 っ た類型
(1)純粋 な生活 苦型 - a
不況 の 折り ､ 一 家の 世帯主に 当た る者が リ ス トラや賃金 カ ッ ト ､ 残業の 減少､ ある い は
病気等 に より収入 が減少 した り途絶え て しまい ､ 轟月 の 返済計画に狂 いが 生 じ返 済が 困難
とな っ た り滞 りが ちにな っ た タイ プ者 ｡
(2) 似非生活苦型 - b
不 招請勧誘 (訪問販売業着か ら ｢こ の ま まで は 雨漏り し大変なことに なる+ 等をい わ れ
不安に なり高額 な ｢屋根葺き替え 工事契約+ を した り ､ 子供 の補習用教材を3年 間分も契
約させ られた り ､ キ ャ ッ チセー ルスで 高額な宝石 を買わせ られ た等) が原因で 不本意な契約 を
しク レ ジ ッ トを組ん だた め ､ そ の 支払が原因で 生活費に不足 が 生 じキャ ッ シ ン グす るよう
にな っ た タイ プ者 o 統計学的な資料 は見あた らない が ､ 感覚的には ､ 消費生活セ ン タ ー (以
下 ､ ｢セ ン タ ー + と暗称) に寄せ られる多重債務等に 関す る相談件数の なか で こ の b 型に
属す るケ ー ス が 多い印象を受ける ｡ こ の タイ プ の 場合､ セ ン タ ー は ､ 相談者に多重債務者
に陥 っ た 原因 を詳 しく聴取 し問題勧誘 に よる契約と判断 しう る場合､ 相談者の 意思確認後
に事業者との 斡旋 交渉 を行うこ とが 多い ｡
(3) 浪費型 - c
自己 の支払 い能力 を省みず に ､ ブラ ン ド品や高額 な宝飾品 を次々 と購入す る タイ プ者｡
経済観念 が乏 しい 人 に 多く見受けられ るo 若者だ けで なく ､ 主婦にも若干 見受けられる ｡
(4) 買い物依存症侯群型 - d
生活 上 の ある い は仕事上 の 何 らか の ス ト レ ス を抱 えてお り ､ そ の ス ト レ ス を発散させん
ばか り に次々 と買 い物 に走る タイ プo 気付い た ときに は ､ 多額な債務者に な っ て い る場合
が大半 で ある｡ 主婦や若 い 女性会社員に 日立 っ ｡
(5) 判断力不 十分音型 - e
高齢社会を反映 し 一 人暮らしの 高齢者の 増加 あるい は 高齢者世帯の 増加 に伴い ､ 高齢者
は訪問販売業者 の 不 当勧誘 を受けやすく ､ 契約被害者に なりがちで ある｡ とりわけ判断力
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が十分 で な い高齢者 ほ どねらわれやすく契約させ られ る傾 向が 強い 8 次 々 と寝具類をク レ
ジ ッ トで 契約 し､ 毎月 の 返済額が 月 々 の年金額 を超 え る返済額にな っ て い る場合も多い ｡
にもかか わらず ､ 本人 に はそ の 自覚が なく家族や周囲の 人 が ｢何 となく おか しい+ と気づ
い た と きに は ､ 多額 の契約金額に な っ て い るタイ プ で ある ｡
3
, 多重債務者 に陥 っ た類型 の 検証
以 上 の ように大きく 5類型化が 可能と考 えられ る ｡ パ タ ー ン は様 々 考えられ ､ 単独型も
あるが いく つ か の タイ プ の混合型 の 方が大半で ある o セ ン タ ー に寄せ られる多重債務等 に
関す る相談 を見 る限り ､ 世間 で い われ て い ると こ ろ の ｢生活苦型+ が多い と の認識 臥 必
ず しも当て は ま らな い感が する ｡ 不 招請勧誘と い われる b 型か ら分か るよ うに ､ ( 消費者
側 の 自発 的な購買意欲や消費意欲 に基づく契約で は なく ､ ある日突然 ､ 不意打ち的 で しか
も強引な勧誘 に根負け し､ 断る タイ ミ ン グを逃 したり断る こ と自体が苦手なた めに) 不本
意な契約 を した こ と に伴うク レ ジ ッ ト契約及び金銭 消費貸借契約に よ る債務者が 多い と推
測で き るか らで ある ｡
重要な ことは ､ 多重債務者 に陥 っ た原因 ･ 背景が消費者側 だ けの 責任 なの か否 かが 考察
される こ とだ と考え る｡ そ の こ と を次に検討する ｡
4. 多重債務者 にお ちい る要因
一7
(1) 消費者側 の 要因
表面的に は上記 a - d は ､ 消費者側 の 有責性 に根 ざした 多重債務者で ある ｡ 消費者 は ど
ん なに執 軌 こ事業者 から勧誘され ようと ､ 自己 の支払 い能力を考 え支払能力に自信 がなか
つ た り ､ ある い は ､ 契約 の 必要性 が なけれ ば､ 断る こ とが 何よ り重要で ある｡ か か る観点
か ら､ 安易 に契約 を締結 して しまう消費者側に責任及び原因が あるとす る考え方 で あるo
(2) 販 売事業者側の 要因
点検商法 に代表 され る手 口 ｢ある 日 ､ 突然 ､ 訪問販売業者に 『瓦 が浮 い て い る｡ 早急 に
修理 しな い と雨漏 りす る』+ とい われ ､ 不 安に なり契約 して しまう消費者が 多い ｡ ま た ､
販売 目的 隠匿商法と され て るアポイントメントセ ー ル の ように営業員の 長時間にわた る強引な勧
誘を受け ､ 早く 帰りた い 一 心 で断 りきれずに不本意な契約 を して しまう若者が多い . こ う
した販 売業者側 の 不 適正 な勧誘が原 因で 契約を締結 した場合にお い ては ､ 消費者側 にも責
任 の 一 端 は あると して も販売業者側にも責任は あるとする考 え 方2 である ｡ 消費者保護の
観点か らは ､ む しろ頗売業者側 の責任の 方が大きい と考え る こ とも可能で ある｡ 販売業者
側 の 責任 問題 臥 (消費者 ､ 販売業者 ､ 信販会社間 の) 三 者間契約 にお け る信販会社 の 加
盟店契約上 の 加盟店管理の 問題 と密接な関連 を有して い る｡ 販売業者側 の要因を排除す る
ため に は ､ 信販会社は加盟店管理 を徹底 し､ 加盟店が不 適正 な勧誘等を行 うこ とが あれば
加盟店契約 を打ち切 る等の 警告 を発する こ とが必 要なの で はなか ろうか ｡ 現 に､ 加盟店契
約を解除された 事業者もあるやに 聞い て い るが ､ 対応が十分と は言い 難い 感が ある｡
(3)貸主側 の 要因
消費者信用市場が発達 した今日 ､ 支払 い 能力以 上 の 契約 をす る消費者側 の 責任 だけを指
摘する こ とは ､ 問題 の 本質を見誤 る こ とになるの で はなか ろ うか ｡ 貸主側が適正 な与信契
約を行 っ て い るな ら､ 理論上は多重債務者自体が発生 しない と考え られ る｡ 与信契約後 に
身体上 の 理 由や家庭 の 事情で働けなく なり収入 が減少 し､-支払が 困難となる債務者も発生
しうるで あろうか ら ､ ある - 定数 の 返済困難者は必然的に 発生す る可能性 は考え られ る｡
しか し､ 今日 の多重債務者 の数は ､ そ の 一 定数を造か に上回 る数字と い えよう｡ こ の 一 定
数を超 え た多重債務者数 臥 貸主側 の 与信契約上 の 塀癌 ､ い わゆる過剰与信 と措定できる
の で は なか ろうか ｡
2軒 貸主東任と与膚の 尉儀
1 . 与信付与 の判断基準の 不透明性
｢与信 とは何 か+ か ら考察す る o 与信 と は ､ ｢資金需要者 の 返済能力 を超 え ると認 め ら
れない貸付額の こ と+ と考 えられ るo 資金需要者 の生年月 日 ･ 家族構成 ･ 年収 ･ 保有資産
･ 金利や貸付け条件等に よ り ､ 信用供与の 判断は 異なるこ とに なるo い わば ､ 与信 と 臥
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貸金業者 か らみた 消費者 の 返済力の 有無に つ い て の 判断 ･ 推測 ･ 予見 に過ぎない o 与信が
通 っ た債務 にも関わ らず ､ 返済が 困難な自体に陥る の は なぜ で あろうか ｡
消費者信用は ､ 所有権留保付きの 一 部の 販売信用 と異なり無担保 ･ 無保証に よる融資契
約で ある o 借主自身 の 返済する意思 ･ 意欲が唯 一 の 道義的担保 となるに過ぎない o 道義的
担保で あるた め ､ 返 済の 履行を保 証す る担保力と して は無に等 しい と考え られ るo そ の た
め ､ 貸主 は ､ 消費者 の返済意欲 ･ 返済意思以 上に 返済能力 の有無を重視す る こと に なる｡
2 . 適 正な与信か ら逸脱 した与信 (過剰与信)
販売信用 を規定す る書棚武販売法 3 8条で ｢支払能力を超 える購入 の 防止+ を定め て い る ｡
また ､ 貸付信用を規定する ｢貸金業 の 規制等に関す る法律+ (以下､ ｢貸金業法+ と暗称)
第1 3条は ､ ｢過剰貸付等 の禁止+ を定 めて い る ｡ こ の よう に両者にお い て 過剰与信 を戒 め
る規定が ありなが ら､ 実態は貸主に よ っ て与信 の判 断基準が 異なると言う話を耳にす る｡
おそ らく ､ 貸金業者間 の過当競争が背景に あるか らだろうと思わ れるQ 過剰 与信 の 有無に
つ い て争わ れた判例
★3 が ある｡
3 . 与信拒否の 重要性
貸主は ､ 個人信用情報機関に照会 した結果 ､ 借主が申込み の 時点で既に複数 ｡ 多額 の借
入れが あり収入 と返済額 の バ ラ ン ス シ ー トが破綻 しかか っ て い る こ とが判明 した段階で ､
前述 の規 定に基づき新規の 信用供与 を拒否す べ き で ある｡ 貸主側 に信義則 に基づく拡大損
害回避義務が 発生す ると考 えられ るの で ､ 理論上 も合法的と解せ る｡ む しろ ､ 与信拒否を
す べ き場合 にお い て ､ 信用 を供与する こ とは割賦販 売法 3 8条及び貸金業法 1 3条 ｡ 3 0条
に違反す る行為と なる ｡ 違反行為 に対 して ､ 罰則規定が ない こ とが制度上 の 不備とい える ｡
4 . 与信拒否者 の 行動パ タ ー ン
セ ン タ ー の 相談現場か らみ え てく る ｢与信拒否者 の 行動 パ タ ー ン+ は ､ 大きく 2 つ に分
けられ る｡ 第 一 は本人自信 によ る返済能力有無の 判断能力が 乏 しい た めに ､ 次 々 と新規の
借入れ を申込む借主 で ある ｡ 第二 は 本人自信の 返済能力有無の 判断の 結果 ､ 新た なる債務
の膨張は 返済不能 に近づくと予測でき ても ､ お金が 必要な事情が あるため に新規の 借入れ
を申込 む借 主で ある ｡ 前者 は ､ 貸主か ら与信拒否 をされ る こ とで ､ 借入れ を断念でき る人
と考 えられ る ｡ 後者 は ､ お金を必 要 とす る事情を有して い るため ､ 与信拒否後も他社 - 融
資の 依頼 を申 し込む 人 と考 えられ ､ ｢サ ラ金紹介屋+ 及 び ヤ ミ金融業者等 - と走りが ちと
思われ る.
5 . 与信 と返済力 の 関係
与信 と返済力 の 関係 を考察す る に あた り ､ よく い われ る ｢借 り る方 が悪 い の か+ ｢貸す
方が悪 い の か+ とい う ｢鶏 と卵の 関係+ に視点を移 して ､ 考 えてみ た い ｡
与信 に重き を置く 考え方 で は ､ ｢貸す方に 責任が ある+ に傾きが ちで あり ､ 返済力 に重
き を置く考 え方で は ､ ｢借 り る方に 責任が ある+ となりが ち で ある｡ 実際は ､ どの ように
解釈で き るの か を探りなが ら考察す る｡
信用供与者 は返済力 を有する者 とみ なされた資金需要者で ある ｡ しか し､ 自己破産申立
件数が 12万件にも達 して い る こ との 実態 は ､ 何を示唆 して い るの だろうか ｡
(1) 返済不能に 至 る原因 ･ 要因と は
返済不 能に至 る原 因と して ､ ①借入れ後の 失業 ･ 病気等に よる収入 の減少 ､ ②借 入れ 時
の返済計画に支障をきたす ほ どの 他の 費目の 支出の増大 ､ ③貸主の過剰貸付等が考え られ
る｡ ①と②は ､ 借主に起因す る事由で あり借主の 有責性が高 い と言える｡ ③は貸主の 有責
性と指摘で きよう｡ ① - ③の 3 つ の 原因の 中で最も多い の は ､ 近時の 社会現象か ら推測す
ると①と③の 混合型 で あろう と思われる ｡ す ると ､ 借主と貸主の 各責任の 度合い 関係が 不
明瞭とな るo 結論 は先送り にするo
(2) 返済力と返済意思の 関係
(丑返済力
返済力とは ､ 収 入 に対す る返済可 能な金額の 割合と考えられ る ｡ しか し､ 収入 の何割 ま
での 額な ら返済が 可能 かに つ い て は ､ 年収や家族構成､ 生活 ス タイ ル に よ っ ても異なるた
め標準的な数値化 は難 しい と思われ るo 平成 1 6年度 の家計の 返済負担率
'4
は ､ 25.9 %に
まで上 鼻 して い る｡ 民事執行法 152条は ､ 差押禁止債権に つ い て給料の 4 分の 3 と規定し
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て い る｡ 家計の 返済負担率 25.9 %は ､ 差押債権 2 5%の 数値 を超 えてお り ､ 家計に ゆと り
がない こ と を示 して い る ｡
返 済力 を有 しつ つ 借 入 れを申込む人 ､ 返済力が ない に もか かわらず借 入れ を申込 む 人 に
大別 で きるで あろう｡ 後者の 場合 ､ 多く は与信拒否者に なると思われ る ｡ 与信拒否者 は ､
さらに ､ 借金の 申込 み を断念す る人 ､ サラ金紹介屋等に手 を出す人 に分 けられ ようo
②返済意思
資金需要者 に返済力が あっ て も ､ 返済意思がなければ返済の履行 の実現は危ぶ まれ る｡
一 方 で ､ いく ら返済意思が あ っ て も返 済力が なければ ､ やは り返済の 履行 の 実現は 図られ
ない ｡ 前提条件と して 返済意思を有 しつ つ 返済力が ある こ とだ と思われ る｡
返済意思とは ､ 資金需要者の 責任と自覚の 発生 の 両者を伴う｡ 資金需要者 の責任と自覚
の発生 とは ､ ク レ ジ ッ ト契約も消費者金融も借金で ある こ と ､ 返済義務が あるこ と ､ 返済
可能 な範囲内で の借 入れをする等 を心が けた上 で ｢借 りた金は返す+ との 強い 意思表明の
こ とだと思う｡
③取立 て行為と の 関係
返済意思 を有 して い て も返済能力が不 十分で あるため ､ 返済が 遅れが ちになる人 ､ 返済
不能に陥 る人が生ず る｡ そ う した借 主に対 して ､ 貸主は厳 しい 取立 てや違法な取立 て を行
い が ちで ある
*5
｡ 貸主の 過酷な取 立 て 行為 か ら逃 れた い た め にキ ャ ッ シ ン グして で も返済
す る消費者が後 を絶た ない ｡ その 結果 ､ 多重債務者 となるケ ー ス が大半で ある｡
貸金業法 21条1項 にお い て ､ ｢貸金業者 は (中略) 債権 の取立 て をす るに 当た っ て ､ 人
を威迫 し又 はそ の 私生活若 しく は業務の 平穏 を害す るような言動 に より ､ そ の者 を困惑さ
せ て は ならない+ と取立 て行為 の 規制 を定め て い る｡ 21条に違反 した貸金業者 には ､ 同
法 4 8条 3 で 1年 以 下 の懲役若 しくは 3 00万円以下の 罰金を科 して い る o しか しなが ら､
2 1条に つ いて は ､ 消費者側で貸金業者 の会話を録音テ ー プ に収録する等を しない 限り ､
貸金業者 の過酷な取立 て行為の 立 証は 困難 で ある ｡
(3) 返済意思と金利の 関係
資金需 要者 の 資金 を必要 とす る理 由は ､ 千差万別 で ある にせ よ資金 を必要と して い る点
は 同様 で ある｡ 資金需要者の 多く は ､ 借りた もの は返さなけれ ばならない との 道徳心 も有
して い る ｡ 返済意思 を十分 に有しなが らも､ 約定利息 の 返済が 困難にな っ たり ､ 元本 の 返
済すら困難 と思える状況 下に ある資金需要者に とり ､ 金利 の 問題は重要で ある ｡ 返済意思
が十分 に ある債務者 の場合は ､ 金利 が低ければ返済が 可能 と考 えられ る｡ や は り ､ 低金利
政策は ､ 多重債務者未然防止 の観点上 も社会政策上も有益との 論拠 になるの で は なか ろう
か｡ 他方 の ､ 返済意思の 不十分な者 に つ い て は ､ 難 しい 問題 である ｡ い え るこ と ほ ､ 高金
利の 場合には , 最初か ら ｢どうせ払 えない+ とあき らめ て しま い がちな消費者を生 み 出 し
かねない 懸念が伴う｡ 低金利で あれば ､ 何とか払 え るかも しれない と の 自己判断の 下 に ､
完済 に向 けて の 返済意欲も生 じう るの で はなか ろうか ｡ こ う した借主の 精神 の効能 ･ 効果
を無視す べ きで ない と考える｡
公定歩合 に連動 して 預貯金金利が 無利子 に近い 現在､利息制限法の 制限利息で さえも｢高
すぎる金利+ と世論 の 批判を浴 びて い る今 日 ､ ｢出資の 受入れ ､ 預り金及び金利等 の 取締
り に 関す る法律+ における上限金利年率 29.2 %の 貸出金利は ､ 暴利 に近 い金利 とい え る
の で は なか ろうか ｡ 何%が 適正金利 で あるか に つ い ては ､ 分か らない が ､ 適正金利 の 考え
方と して ､ 公 定歩合 の 整数倍 (例 えば 50倍とか) に定め る等の 政策の 必要性が 問われ る
今日では なか ろうか ｡ 貸主の 論理と して ､ 消費者信用は無担保 ･ 無保証に よる貸付 の た め ､
借主が確実に返済 してくれる制度的保証が ない 以 上 ､ ある程度は 高金利 とならざる を得な
い と い われ て い る o 高金利指示論者 の 声で ある
-6
o これ に対 して は ､ 学説上 も実務上 も批
判的な意見が多い ｡ 特 に実務化か らの批判が強 い
I
7
｡
(4) 私見
現代社会にお い て ､ 貸主が 資金需要性 の 高い借主 に貸付 け るの であれば ､ 金利 を利息制
限法 の 制限金利 に まで 下 げない と返済不能者 (貸倒れ者) は 増加 の 一 途をた どる の で は
なか ろうか o 一 方 で ､ 上 限金利 を制 限金利 まで 下げたと して も ､ 一 定 の割合 にお い て貸倒
れ者が発生す るの 杜 ､ 避 けられな い だろうと思われる ｡ こ の 点に関す る課題は ､ 破産法の
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領域 に属す る こ と に なるの で ､ 本稿 で は これ以上 立 ち入 らな い ｡
貸主は貸倒れ者 の 発生率 を 一 定程度 予測 した上 で ､ 貸倒れ者 - の債権額 を他 の債務者か
らの 返済に よ っ て補う こ と をあらか じめ予定 して い るとの 詰も耳にす る｡ また ､ 貸倒れ債
権は ､ 損金 処理 を行う こ とで税制上 の メ リ ッ トが得 られ る とも聞く ｡ そ の た め多重債務に
陥り返済不能者と な っ て しま っ た場合 は ､ 潔く自己破産の 申立 を してく れた方が債権者 に
と り早 い解決に なる ら しい ｡ こ れらの 話は ､ どこ か変 に思 えて ならない ｡ 消費者が 返済不
能に陥 っ た こ とに つ い て は ､ 与信 を与え られ た消費者側 に責任が ある の は当然だ ろうo し
か し､ 貸 主にも借 主に信用供与 した責任が問われて しか る べ きで なか ろうか ｡ む しろ ､ 借
主の 返済力 を重視 せずに漫然と信用供与 した 貸主 の責任の 方が重 い と考え られ る｡ 貸主の
営業姿勢を見て い る と ､ 貸主自身に は何ら 一 切 の 責任は ない か の ような振 る舞い を して い
るこ とが不快で ならない ｡
貸主が貸倒れ債権 を損金処理す ることは ､ 貸主に対 して適 正 な課税が なされな い こ と を
意味す る｡ こ れは ､ 国民的損失 とも呼べ るもの で ある｡ 国が も っ と深刻 に考え ､ 自己破産
者の発 生す る率の 低 下 を制度的に考 え る必要が あると思う｡
3鮮 貸主とコンプライアンス重視社会との相関性
企業は法令を遵守 し､ 社会か らの 要請や期待に応 え ると い う倫理的な責任 を果た して は
じめて経済的責任 を全うで きる こ と になる ｡ 企業にお ける倫 理的な責任 は ､ 倫理 の確 立 ､
つ ま り企業 の 社会 責任(CSR - Co rporate So cial Respon sibility)とい う概念で重要視され
つ つ ある o C SR のなか で も ､ 法的責任を重視す る考 え方 を コ ン プ ライ ア ン ス (c o mplia n c e)
と称 して い るが ､ 本来 ､ 法律 に限らず人 同士 の ル ー ル な ども含めた ｢守る べ き こ と を守 る+
こ と を コ ン プ ライ ア ン ス と解されて い る｡ これは ､ 企業が消費者契約法などに定め られた
民事ル ー ル や行政規制等 の 取締ル ー ル を守 るだけで なく ､ そ の 実効性を高め るた めに 自主
行動基 準を策定 し､ 企業倫理 を確立 し遵守する こ ととされて い る｡ コ ン プ ライ ア ン ス 重視
の 社会 と貸主の 責任 の 関係を検討す る｡
最近 ､ 企業の コ ン プライ ア ン ス の 問題が社会的にも重視されてきて い る｡ 貸金業者 は ､
貸金業法 に基づく登 録業者で あるo そ うで あるなら､ 貸金業者は 一 般企業以上 に コ ン プ ラ
イア ン ス 重視に徹 した企業体質が社会的にも法的にも要請されて い ると い え る｡ けれ ども ､
貸金業者 は ､ 最高裁判所 の ｢貸金 業法 43条の み な し弁済規定+ の 解釈法理
-s
を逸脱 した
独自の 解釈基準の 設定に より法律 上 にお い て請求で きない金利を徴収 して い る｡ こ う した
請求 を行 う貸金業者 の 営業体質は ､ コ ン プ ライ ア ン ス 精神 の 欠落 した 企業 とい え る
一9
o
貸金業者 の営業活動は ､ 前述の よう に貸金業法 43条 ｢み な し弁済規定+ の成立要件に
違反 して い るこ とが判例上も明らか にな っ た｡ 判例法か らい える こ とは ､ コ ン プライ ア ン
ス 重視の 貸金業者の 社会的責任と は ､ ① (同法 17条書面内に利息制限法所定の 制限利息
を記載す る こ と の 義務付 けとい っ た) 貸金業法の 改正 を待 つ まで もなく ､ 法 1 7条の 貸付
書面内に利 息制限法所定 の制限利息 をわか りやすく 記載する こ と｡ ②同時に ､ 制限利息を
超え る超過 利息を 自らの 判断で任意に支払 っ た場合は ､ 法 4 3粂の み な し弁済規定に よ り
そ の 超過部分の 返還請求が不可能 となる こ とを明記する こ と｡ ③②の 超過利息を借 主が任
意に支払う場合 にお ける意思の 確認欄 (同意欄) を設 けるこ とが考えられる｡ ③につ い て
は ､ 貸主に と り過酷条項とも解釈で きるが ､ 後日 の紛争防止 の観点上 ､ 一 考に催する と思
われ る ｡ す なわち､ ①か ら③の 条項 を貸主が履行す る限り にお い ては ､ 貸主が実質的な コ
ンプ ライ ア ン ス を果 た した と評価で きる ｡ 慎重説 に立て ば､ 貸主側は ､ 立法化 されて い な
い①か ら③の 条項に対 して遵守す べ き法的責任 を有 して い ない た め ､ コ ン プ ライ ア ン ス 精
神を如何に浸透させ得る こ とがで き るかが鍵となると考 えられる ｡
利息制限法1 条1項 にお い て ､ 制限利息 を超 える利息 は無効と規律されて い る｡ しか も ､
利息制限法 は強行規定と解され て い る｡ そ うで あるならば､ ｢貸主は法1 7条1項の 貸付書
面内に制限利息 を記載す べ きで ある+ 旨を主張す る こ とは ､ 信義則 上も正当化 されると考
えて よ い
.
の で はなか ろうか ｡ も し､ こ う した考えが許 されるとするならば､ 法 43条の 問
題は ､ 借主側 の個別 の 判断 ｢超過利息を支払うか否 か+ に 一 任される こ と になり ､ 透明性
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が 高くな ると い え よ う｡
今こ そ ､ 貸金業者は ､ 最 高裁判例で導か れ た貸金業法 43条に 関す る ｢最高裁法理+ に
謙虚 に耳を傾 け､ 貸金業法 1条の 立法精神 ｢資金需要者の利 益の 保護を図る+ を遵守す べ
きで あろう｡
4筋 おわりに
貸金業者 の 社会的使命は首肯で きる ｡ それだ けに貸金業者と 資金需要者双方が それ ぞれ
の 目的に か なう便益 を享受 しうる消費者信用市場の 環境整備 が 図られ る こ とが望ま しい ｡
国 ･ 借主 ･ 貸主そ れぞれの 課題を整理 し本稿を閉 じた い ｡
1 . 消費者教育の 重要性と 限界性
多重債務者問題 の 急増に伴い ､ 消費者信用に 関する相談窓 口 が整備され つ つ あるo 相談
窓 口と して は ､ 関係省庁 の 相談窓 口 ､ 各自治体の 消費生活 セ ン タ ー ､ 各業界団体の 相談窓
口 ､ 企業 の 相談窓 口 ､ 各地の 弁護士 会等 が ある ｡ 消費者金融関係 で は ､ ( 社) 全国貸金 業
協会連合 会及 び都道府 県に設置されて い る貸金業協会が あげ られ る
一10
o こ れ らの相談機 関
は ､ 単に 事後解決 の ため の相談に応 じるだけで なく ､ 消費者被害の未然防止 の 役割 ･ 機能
も担 っ て い る｡ また ､ 相談機 関に より相違 はあるが ､ 消費者教育も行 っ て お り消費者 - の
様 々 な情報 を提供 して い るo こ れ らの 相談機 関は A D R
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的性 質を有してお り ､ 今後の さ
らなる活動が 注目 され る｡ 松本教授 は ､ 消費者紛争解決の た め に今後役割が大きく なると
予想され る の は ､ 事業者主体の A D Rで あると述 べ て い る
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消費者金融に 関す る消費者教育の ね らい の 第 一 点は ､ 消費者 - の 情報の 提供で あろう｡
借主は貸主の督促 ･ 取立て を恐れて借金返済の た め の借金を繰 り返す の では なく ､ 借金が
重荷に感 じた ら早 め に相談窓 口に相談する ように勧 めて あげる こ と である ｡ 第二 点は ､ 消
費者破産制度や民事再生法に つ い て の 知識 の普及活動で ある｡ 第三点は ､ 借 主の 返済力 に
応 じた借入れ をす べ きと の意識形成 - の支援で ある ｡ これは金銭カ ウン セ リ ン グ的役割 を
担う こ とにもなるが ､ 資金需要者 の 根本的解決となりうる の か否か に つ い て は ､ 自信 が持
てない ｡ なぜ なら､ 多重債務者及 び自 己破産予備 軍者は ､ 家族問題 ･ 健康問題 ･ 雇用問題
等様 々 な問題 を複合的に抱え て い る場合 が多く ､ 福祉の 問題 ･ 社会保障の 問題と表裏 一 体
の 関係 に ある よう に思 え て ならない ｡ 横断的な施策が 求められて い る0
2
. 国 の 課題
論者で ある森泉章教授は ｢私は ､ 以 前から消費者保護と いう社会政策的見地か らして ､
消費者金融は営利事業には な じまな い と考 えて いた ｡ 消費者保護を貫徹 しようとす るなら
ば､ 国また は 公共団体が 中心 とな っ て ､ 公営の 消費者金融機 関を設 け､ 一 定 の 条件の 下 に
低金利で 融資で きる ような施策を講ず る べ きで あろう+ と述 べ て い る
-13
o 賛否両論が予 想
され る意見 で ある｡
近時 の 国の 法制度 を概観す ると､ 新法 の 民事再生法 (平成13年 4 月 1 日施行) で は特
則 を設 け､ 経済的に破綻 した 個人債務者 の ための 簡易迅速な再生手続 を定めて い る｡ こ れ
は ､ 小規模個人再生 手続 ､ 給与所得 者等 の再生手続 ､ 住宅資金貸付債権に関する特則で構
成されて い る ｡ こ う した新た な法制度 の導入 に より ､ 担保付きで ない借入債務に つ い て は ､
その 一 部 を分割返済 し､ 住宅tl - ン に つ い て は ､ 返済計画を変更す るな どして ､ 債務者が
住宅 を手放 さずに再 ス タ ー トでき るル ー ル を用意 して い る ｡ しか しなが ら､ 民 事再生法は ､
個人破 産申立 者増加 に ス トッ プをか け られる立法上 の 手当で は なく ､ 生 じて しま っ た個人
破産者 をい か に速や か に再生 しう るか に力点 を置 い た施策と い える｡ 再生手続きの 簡便化
の 規定は ､ 立 法上 も重要で あり高く評価で きるが ､ これは事後救済的解決手 法で ある ｡ 多
重債務者 問題は ､ 債務整理策と多重債務者 に陥らな いため の 予 防策の 制度の 充実が 図られ
て 実効性 の ある解決 となりうる o こ う した見地に立 て ば､ 金利政策
'14 や貸主に対する過剰
与信防止制度の 強化策等を検討す べ き時期 で は なか ろうか ｡
3 . 立法上 の課題
平成 11年 1 2月 に貸金業法 ､ 出資法及 び利息制限法の 一 部改正 が 公布 され ､ 平成12年 6
月 1 日か ら上限金利 2 9.2 %で施行 されて い る｡ 付帯決議 として ､ 出資法の ｢金銭貸付 け
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を行う場合の 上 限金利+ に つ い て は今後の 金融動向等 を勘案 して 3年後 に必要な見直しを
行 うと して い た ｡ しか し､ 平成 1 5年 6 月 の 改正で は ､ 貸金業者 の金利引き下 げに対する
猛烈 な反対運動が 展開され金利 の 引き下 げは見 送られた ｡ 再度､ 3 年後 に見直す こ とに な
っ たが 予 断を許さない 状況下に あると い える ｡ 利息制限法の 制限金利も高止 ま りに あるた
め ､ 引き 下 げ論 を支持す る指摘 が多方面 か らなされて い る ｡ 貸金業法 に関 して は ､ 法 4 3
条 ｢み な し弁済規定+ の 削除を求め る意見 が根強い ｡
4 . 貸主 の課題
(社) 全国貸金業協会連合会と 4 7都道府 県の貸金業協会 に寄せ られ た貸金業者に対す
る苦情 の う ち､ ｢取立 て行為+ が最も多く ､ 次い で ｢契約行為+ ｢金利+ と続 い て い る
-
15
o
貸金業者は これ ら の 苦情内容 に耳を傾け ､ 社会的使命を再認識 し､ ①法改正 を待 たず して
貸付金利を下げる こ と｡ ②過酷な取立 て 行為を行わ ない こ と ｡ ③ コ マ ー シ ャ ル - の 配慮 を
す る こ と
-16
等を早急に実施す べ き で あろうo
5 . 小括
貸金業者は どう ある べ きか に つ い て社会的にも問われる今 日で ある ｡ 貸金業法立 法時 の
社会的背景及び事由 に今 一 度立 ち戻 り ､ 同法 1条 の ｢資金需要者の利益 の保護+ の 目的を ､
貸金業者自身 が 自問自答す べ き時期 で は なか ろうか ｡ 現状 の ま ま で は ､ ｢社会的必 要悪+
呼ばわ り を されかね ない懸念を抱か ざるを得ない o
*1安彦和子 ｢多重債務者 の経済的更生+ ジ ュ リ ス ト1 047号 46頁(19 4年) で も､ 多重債
務発 生原因を債務者側 の 原因と企業側 の 原因があると して い る｡ 前者は ｢社会環境 ､ 家庭
環境 ､ 消費者 自身 の物 の 見方 ､ 考え方などが複雑 に入 り組 ん でそ の根 が深く ､ 原因を明 ら
か にす る こ と は実 に困難で ある+ と し､ 後者は ｢過剰貸付 ､ 厳 しい 取立行為､ 悪質商法 に
よ る被害+ と指摘 して い る｡ 宇都宮健児 ｢多重債務者問題+ 法学教室 191号 2 頁 (19 96
午) でも同様 に ､ 消費者信用業者側 の 高金利 ･ 高手数料 ･ 過剰与信が横行 して い る こ とが
大きな要因と指摘して い る ｡ セ ン タ ー にお ける相談現場 の 一 員と しても同感で あるo
*2 これに 関 して は ､ 長尾治助 ｢ク レ ジ ッ ト取引の 柄理現象+ ジ ュ リ ス ト1047号31頁(1 994
午) で は ､ ｢訪問販 売業者は ときに は 家庭と い う閉 ざされた場 で商品等の購買意欲 を不 正
な手段 をも っ て かきたて ､ 多額の 与信債務 を負担 させ る こ とが少なく ない+ と述 べ て い る｡
*3 釧路簡判平成 6 年 3月 16日判例 タイ ム ズ 84 2号 89真､ 札幌簡判平成 7年 3月 1 7日判
例時報1 5 5号 117頁 ･ 判例 タイ ム ズ 890号 149 京等がある 0
*4 勤労者 世帯に お ける返済負担率 は ､ 債務 の 元利返済額 (｢土 地家屋借入金返済+ ｢他 の
借入金返済+ ｢ 一 括払 い購入借入金 返済+ ｢分割払購入借入金返済+ の合計額) を可処分所
得で割 っ た 率で ある (住友信託銀行 調査月 報2 005年 2月 号)0
*5 違法取立 て が争われた判例と して ､ 佐賀簡判平成 8 年 9 月 2 6日消費者法 ニ ュ ー ス 30
号22頁 ､ 東京地判平成元年 4月 6 日判例タイム ズ 716号 1 62貢が ある ｡
*6 竹内昭夫教授 は ､ ｢貸金業者か ら貸付 を受ける者 は ､ 銀行 の カ ー ド ･ ロ ー ン の 利用 を認
められる者より も､ 信用度は低く ､ 貸倒れ の リス クは大き い と考え られる｡ そ れに加 えて
貸金業者 は ､ 銀行 ･ 保険会社等か ら資金 を調達 してきて い るの で そ の 資金 コ ス トはか なり
高い と考えられる ｡ 利息制限法の 下で は ､ 貸金業の 合理的経営は望み得 ない の で はない か
と考 えられ る｡ ( 中略) 利息制限法 を遵守で きない 貸金業者は社会に害毒 を流す者と して
そ の存在 を否定す べ きか ｡ そうは思わない ｡ なぜ なら､ 銀行等か ら借 入れを受け得ない信
用度 の低 い 層 ほ ど､ 緊急 の 融資に対す る需要は強い の で あるか ら､ そ れを塞 い で しまうの
は妥当で ない ｡ そ う い う需要に対 して は ､ 公 的貸付 の充実を図る べ きで あっ て ､ そ の 前 に
貸金業者をっ ぶ して しまうの は妥当で ない ｡+ と説く (竹内昭夫『消費者信用法の 理論』34 1
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貢 - 343貢 ､ 有斐 閣 ･ 1 995年)0
*7 日弁連 消費者 問題対策委員会 の宇都宮健児弁護 士 は ､ 多重債務問題で 第 一 に考 えね ば
ならない 対策は ､ わ が国の 消費者信用業界の 営業金利 の 大幅引き下げである と述 べ て い る
(前注1)0
*8近時 ､ 相次 い で 出された最高裁判所の 判決 は ､ 最 - 小判平成 11年 1月 21日民集53巻 1
号 9 8頁 ､ 最 二 小判平成 15年 7月 1 8日民集 5 7巻 7号 895頁 ､ 最 二 小判平成 16年 2 月 20
日民集5 8巻 2 号 475貢 ､ 最二 小 判平成 16年 7月 9 日判例時報 1 870号 12貢が ある｡ これ
らに よ り確立 した最高裁法理 とは ､ ①法 43条 ｢み な し弁済+ が成立するた め の 要件 の 一
つ で あ る法 1 7条 1 項 の貸付書面 の記載内容は ､ 法で定 めるす べ て の 事項に つ い て記載さ
れ る必要が あるこ と｡ ②法 1 8条 1 項 の受取書面 は ､ 金銭の 受領後直ちに交付す る必要が
ある こ と ｡ ③任意の 弁済とは ､ 借主が自 己の 自由な意思に基づ い て 支払 っ た こ とを言う べ
きで あり ､ 天 引利息は法 43条 l 項 の 適用 を受けない こ と ｡ ④期限の 利益喪失約款 に よる
弁済は ､ 任意の弁済に 当た らない こ と｡ ⑤継続的貸付契約 にお い て は ､ 1個の 貸付 で 過払
い 金が 生 じた場合 ､ それは別 口 の 債務 の 弁済 - の 充当が可 能と なるこ と等 で あ るo
*9 斉藤雅弘 ｢ク レ ジ ッ ト会社の 対応 の 問題点+ 消費者法 ニ ュ ー ス 5 9号 51頁 (民事法研
究会 ､ 20 04年) は ､ コ ン プ ライ ア ン ス の 問題とは ､ 利息御限法や貸金業法 43条の み な し
弁済規定 に よる金利規制 を潜脱 し ようとす る営業活動の 当否 の 問題で あり ､ 言 い換えれば ､
法令に違反する ような営業活動 は行 っ て は ならない とい う こ と と論 じて い る ｡
*10貸金業法 25条及 び金融庁事務 ガイ ドライ ン 3-4. 5 で定め られて い るo
*11 A D R(A lte rn ativ e Dispute Res olutio n) は ､ 裁判外紛争処 理機関とい われ るもの で あり ､
詳細 に つ い て は小 島武司 ･ 伊藤鼻編 『裁判外紛争処理法』 有斐閣 (1 998年) を参照｡
*12松本恒雄 ｢消費者法か ら見た民事司法改革の 課題+ 法律時報 73巻 7号 4 7乱 反対意
見と して ､ 宇都宮健児弁護士 は ､ ｢ 多重債務者 の 相談窓 口 は ､ 本来国や自治体な ど公 的機
関が 中心 と なり資金 を出 して 公的相談窓 口 を設置す べ きで あると考え るの で ､ 業界団体が
中JL､と なり 資金を出 して相談窓 口 やカ ウン セ リ ン グ窓 口 を設 置す る動きに は賛成で きな
い+ と主張 して い る (前注 1)0
*1 3森泉章編 『貸金業規制法』[第 四版] は しがき 4貢 (一 粒社､ 19 93年)o
*1 4借入額 に対す る利息 の利率が 返済総額に どの ような影響を及ぼすか に つ い て ､ 一 例を
検討する ｡ 借入額 30万円を毎月 1 万円ず つ 返済 した場合の 実質年利 ごとの 返済期間は ､
制限利息 で ある年利 1 8%の場合 ､ 41ケ月 要 し返済総額は 4 11,085円｡ 上限金利で ある年
利 29･2 %の 場合 ､ 5 6ケ月要 し返済総額は 5 43,075円｡ 制限利息 と約定利息の 差額 は ､ 13 1,990
円で ある ｡ 仮 に多重債務者 一 人 あたり 3 00万 円の 債務額を有 して い る とす るならば､ 上記
の 差額は 1,31 9,9 00円にも膨張す る｡ 金利の 差の 重要性 を認識させ られ る数字とい え るo
*15矢野利 平 ｢貸金業界の 苦情 ･ 相 談処理状況+ ジ ュ リス ト12 07号1 00貢｡
*16鎌 野教授 は ､ ｢テ レ ビ コ マ ー シ ャ ルや新聞広告に よる貸付利率 の表示 を見た消費者は ､
表示 された 金利が 有効 なもの で あり支払義務が伴う金利と誤解を受 ける ｡ 今日の 我が 国の
貸金業者 に よる金銭貸付 に関する法制度は ､ こ の ような 一 種 の ｢編 し合 い+ を容認す るも
の+ と批判 して い る (同｢貸金業法 4 3条再論+ 消費者法 ニ ュ ー ス 62号 34頁)0
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